
 
 
 

 

【介護予防サービス等の介護報酬の算定等に係る Q&A 関係】 

 

 

 

 

 

（答） 

 １  問のような場合には、介護予防訪問介護等に係る介護報酬については、１月

から介護予防特定施設入居者生活介護等の利用日数を減じて得た日数によ

り日割りで請求することとしている。 

 

 

 

 

 

 

（答） 

１  指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴

う実施上の留意事項について（平成１８年３月１７日付け老計発第０３１７００１

号・老振発第０３１７００１号・老老発第０３１７００１号）において、介護予防短期

入所生活介護又は介護予防短期入所療養介護を利用している者についても、

介護予防訪問介護費等は算定しない旨示している。 

 

２  問のような場合には、介護予防訪問介護等に係る介護報酬については、１

月から介護予防短期入所生活介護又は介護予防短期入所療養介護の利用

日数を減じて得た日数により日割りで請求することとしている。 

 

 

 

 

（答） 

１  同様に日割り算定を行うこととしている。 

 

 

問２０ 介護予防特定施設入居者生活介護等を受けている者は、当該サービスの

利用の間、月当たりの定額報酬の介護予防訪問介護費等は算定できないと

あるが、例えば、月途中に介護予防特定施設を退所し、その後、介護予防訪

問介護等を利用することはできないのか。 

問２１ 介護予防短期入所生活介護又は介護予防短期入所療養介護を利用して

いる者が、当該サービスの利用日以外の日において、介護予防訪問介護等

の月当たり定額報酬の介護予防サービスを利用する場合、介護予防訪問介

護費等の算定の可否如何。 

問２２ 介護予防訪問介護等の定額報酬サービスを利用している者が、月途中か

ら公費適用となった場合、日割り算定によることとしているが、月の途中から

公費適用ではなくなった場合の取扱いについて如何。 

平成２０年４月２１日付 厚生労働省老健局老人保健課 事務連絡 
「介護療養型老人保健施設に係る介護報酬改定等に関するQ＆A」より抜粋



 

 

 

 

（答） 

１  平成１８年３月１６日に発出した「介護保険制度改革 Information vol.76」

において、日割りの対象事由として要支援認定の区分変更をお示ししており、

御指摘の場合は日割り算定となる。 

２  ただし、報酬区分が変更となる前（後）のサービス利用の実績がない場合に

あっては、報酬区分が変更となった後（前）の報酬区分を算定することとし、サ

ービス利用の実績がない報酬区分は算定しない。 

 

【通所介護等における大規模事業所減算の算定に係る Q&A 関係】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（答） 

１  事業所規模の区分については、現在の事業所規模の実態を適切に反映さ

せる方法等により決定されるべきであることから、定員変更により②を適用する

事業所は、前年度の実績（前年度の 4 月から 2 月まで）が 6 月以上ある事業所

が、年度が変わる際に定員を２５％以上変更する場合のみとする。 

問２４ 通所介護等における大規模事業所減算の算定に当たっては、 

①  原則として、前年度の 1 月当たりの平均利用延人員数により、 

②  例外的に、前年度の実績が 6 月に満たない又は前年後から定員を２５％

以上変更して事業を行う事業者においては、便宜上、利用定員の９０％に

予定される 1 月当たりの営業日数を乗じて得た数により、 

事業所規模の区分が決定され、減算の対象となるかどうか判断することとな

る。 

 しかし、②を利用することにより、年度末に定員規模を大幅に縮小し、年度を

越して当該年度の事業所規模が確定した後に定員を変更前の規模に戻す

等、事業所規模の実態を反映しない不適切な運用が行われる可能性も考えら

れるが、その対応如何。 

問２３ 要支援認定区分が月途中に変更となった場合、介護予防通所介護等の

定額サービスの算定方法如何。また、当該変更後（前）にサービス利用の実

績がない場合の取扱い如何。 


